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１．はじめに 

首都高速横羽線では、鋼製橋脚における柱と横梁の隅角

部に疲労亀裂が発見されている。矩形橋脚においては、疲

労亀裂の進展を抑える対策として隅角部両端へのあて板補

強による隅角部の活荷重応力負担を軽減させる方法がある。 
本文は、あて板による補強の概要、FEM解析によるあて
板の設計、応力頻度計測による隅角部の応力低減効果の確

認について報告するものである。 
２．疲労損傷とあて板補強の概要 
 鋼製橋脚の正面図、隅角部における亀裂発生位置を

図１、２に示す。隅角部の構造は、図２に示すとおり

フィレットを有し、フィレットの先端で板組みが切り

替わる構造となっている。亀裂は、柱フランジと横梁

下フランジの溶接部に２箇所（260mm,40mm）、フィ
レット部に４箇所の計６箇所発見されている。隅角部

の２箇所の亀裂は未溶着部まで貫通しており、他の４

箇所の亀裂も母材との溶着部まで達していた。 
この亀裂部における活荷重応力の負担軽減を目的

として、母材ウェブの外側にあて板を設置し、支圧接

合用高力ボルトを用いて母材と接合している（図３）。 
３．FEM解析によるあて板の設計
 (1) FEM解析による照査 
 あて板施工による隅角部の応力低減効果の確認と

あて板・支圧接合用高力ボルトの安全性の照査を目的

として、以下の方針によりFEM解析を行った。 
① 母材の応力低減率は、横梁付け根位置のウェブ下

端において、圧縮方向の最大主応力σ2で50%程度
を目標とする。（母材と同厚以上のあて板を用い

るとともに、必要なボルト本数を確保する。） 
② 完成系の支圧ボルトに作用するせん断力は許容

せん断力（M22で72kN）以下とする。 
(2)橋脚のモデル化 
着目隅角部はシェル要素で立体的にモデル化し、それ以外の部分は梁要素とした（図４）。隅角部シェル要素と梁

要素の境界面では平面保持が成り立つと仮定し、節点間を剛体要素で結合している。隅角部フランジ交差部の亀裂

については、圧縮力が作用するため、亀裂発生位置の節点を二重節点とし、節点間を剛体で結合した。両端の結合

条件は、並進自由度のみ拘束、回転は自由としている。 
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図３ あて板概要図（図は横浜側を示す） 
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図２ 亀裂発生位置 
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あて板をシェル要素で、支圧ボルトをせん断バネ

としてモデル化し、母材とあて板の節点間をせん断

バネで結合した。力の伝達は、母材節点からせん断

バネ（支圧ボルト）を介してあて板節点に伝えられ

るため、あて板の剛性（板厚）に並んでボルト径及

びボルト本数も応力低減率に大きく影響する。 
(3)解析条件 
解析コードとして汎用有限要素法構造解析プログ

ラムMSC/NASTRANを用い、弾性解析を行った。 
載荷荷重は、平面骨組解析により同時性を考慮し

たB活荷重反力を求め、これを橋脚の各支承位置に
入力している。死荷重は載荷していない。 
(4)解析結果 
 表１に示す通り、隅角部における母材の応力低減

率は東京側、横浜側で各々、42.9%、44.0%となった。
隅角部近傍に添接板があるため、あて板の大きさが

限定され、また、あて板中央部にはフィレット部亀

裂補修用の作業孔が必要という条件下での設計であ

ったが、当初の目標値である応力低減率50%に近い
値を確保できた。 
図５に柱と横梁の交差部の下フランジにおける応

力分布を示す。補強前、補強後ともに、せん断遅れ

の影響によりウェブ付近での発生応力が大きいが、

ウェブ付近に近付くにつれ、あて板の影響によるフ

ランジ母材の応力低減効果も大きくなっている。 
ボルトのせん断力を表２に示す。東京側、横浜側

とも許容値を下回った。 
４．応力頻度計測による応力低減効果の確認 

FEM解析から得られた応力低減率を検証するた
め、あて板施工前後に応力頻度計測を実施した。ひ

ずみゲージの設置位置を図６に示す。 
ここで、FEM解析がB活荷重載荷（同時性考慮）
であるのに対して、応力頻度計測は供用荷重下にお

ける計測である。そのため、表３に示すとおり、補

強前後の最大応力範囲の変化率を計算し、応力低減

率で評価した。下フランジのウェブ付近の①、②の

位置においては、47.1％、38.9％とFEM解析結果に
近い応力低減率を得られることが確認出来た。 
５．おわりに 
あて板補強により、隅角部母材の活荷重応力を約

40%低減させることが出来た。恒久対策としての亀
裂部の溶接補修方法の検討が今後の課題である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 母材の応力低減率  

 補強前の応力 補強後の応力 応力低減率

 (N/mm2) (N/mm2) (%) 

東京側 -131.1 -74.9 42.9 

横浜側 -136.7 -76.6 44.0 

 
表２ ボルトのせん断力  

  最大の作用せん断力 許容せん断力

  (kN) (kN) 

東京側 M22 61.8 72 

 M24 84.8 95 

横浜側 M22 62.7 72 

 M24 84.7 95 
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表３ 最大応力範囲⊿σmaxの変化 

 補強前 補強後 応力低減率

 (MPa) (MPa) (%) 

① 32.7 17.3 47.1 

② 34.7 21.2 38.9 

 

図５ 下フランジの応力分布 

図６ ひずみゲージ設置位置 

 
1350 

32 

32 

50 50 

25 25 

横浜側 東京側 

② ① 

計測位置 計測位置 

 

シェル要素 
梁要素 

剛体要素で結合 

図４ FEMモデル図 
5434 5556 

4
605
 

荷重載荷 

1536 

土木学会第57回年次学術講演会（平成14年9月）

-594-

I-297


